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   第３－４－３図に示しているように、次に、短時間雇用者比率及び平均労

働時間の設定について、第３－４－11 表に示す平成 17(2005)年の国勢調査

結果における性、年齢階級別の短時間雇用者比率を基礎データとして、性、

年齢階級別の短時間雇用者比率が設定され、さらに、フルタイム雇用者、短

時間雇用者それぞれの平均労働時間が設定されている。なお、平均労働時間

及び性、年齢階級別の短時間雇用者比率については男女計の短時間雇用者比

率が、ともに第３－４－10 表の前提と整合的になるように推計され、2030

年以降については一定とされている。 

 

第３－４－11 表 国勢調査による短時間雇用者比率 

（％）

性　 男性 女性 女性

　年齢 有配偶 無配偶等

１５～１９歳 48.7  48.1  64.4  

２０～２４歳 23.0  42.6  26.6  

２５～２９歳 7.7  39.9  15.9  

３０～３４歳 5.6  46.6  17.9  

３５～３９歳 4.9  53.0  20.0  

４０～４４歳 4.7  52.5  21.0  

４５～４９歳 5.0  48.6  22.8  

５０～５４歳 6.1  47.2  26.8  

５５～５９歳 8.1  47.3  31.7  

６０～６４歳 25.7  54.0  48.2  

６５～６９歳 39.3  54.7  57.3  

７０～７４歳 45.1  55.9  59.6  

７５～７９歳 50.6  59.9  61.4  
（注１）平成17年国勢調査より作成。
（注２）就業者（休業者を除く）のうち就業時間が35時間未満
　　　　である者の割合である。  

 

   また、就業者のうち雇用者でない者の平均労働時間については、労働力調

査における自営業主と家族従業者の平均就業時間を加重平均したもの（平成

18(2006)年で週 40.1 時間）に基づいて設定されている。 

 

（５）マンアワーベースの労働投入量の推計結果 

   以上の設定に基づいて、マンアワーベースの労働投入量である総労働時間

の推計が行われた結果は第３－４－12 図に示すとおりである。男女計で平成

18(2006)年には 1,200 億時間超である総労働時間が、人口の減少に伴い平成

42(2030)年には 1,090 億時間程度になるとの見通しとなっている。 

 


